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序 文 

 

日本国政府は、インド国政府の要請に基づき、同国のヒマーチャル・

プラデッシュ州作物多様化総合開発調査に係わる開発調査を実施するこ

とを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施しました。 

当機構は、平成 19 年 2 月から平成 21 年 3 月まで、日本工営株式会社

の松本 豊氏（平成 19 年 2 月から平成 20 年 4 月まで）及び関 好氏（平

成 20 年 5 月から平成 21 年 3 月まで）を団長とした調査団を現地に派遣

いたしました。 

調査団は、計画対象地域における現地調査を実施し、インド国政府お

よびヒマーチャル・プラデッシュ州政府関係者と協議を行うとともに共

同作業を行い、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びに

なりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好・親善

の一層の発展に役立つことを願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を戴いた関係各位に対し、心より感

謝申し上げます。 

 

平成 21 年 3 月 

 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事 松本 有幸 



独立行政法人 国際協力機構 

理 事  松 本  有 幸  殿 

 

伝 達 状 

 

今般、インド国ヒマーチャル・プラデッシュ州作物多様化総合開発調査に係る業務が終了しまし

たので、ここに最終報告書を提出いたします。本報告書は平成 19 年 2 月より平成 21 年 3 月まで

実施された開発調査の結果を取りまとめたものです。 

本調査の主目的は、（1）農家の生計向上のための作物多様化による農村開発マスタープラン(M/P)

の作成、（2）M/P の成果を踏まえた優先プログラムの選定とアクションプラン(A/P)の策定、なら

びに（3）調査を通じたカウンターパート機関職員に対する計画策定能力向上のための技術移転、

の 3点でした。 

本マスタープランは、小農・零細農家に焦点を当てた食糧自給を確保した上での、穀類からの多

様化、特に野菜への転作による生計向上を最終目標としております。この目標を達成するために

(1) 多様な気候特性を最大限活用し､穀物から州外・国内市場に向けた商品価値の高い野菜を中心

とした多様化作物の生産振興、(2) この多様化を支える穀物の生産性の改善及びインフラの整備、

(3) 穀物と野菜栽培を主体に畜産、果樹又は養魚を複合させ、更にポストハーベスト、マーケッ

ト･システムの改善を通し、付加価値を高め、農家所得増による生計向上、(4)このための組織強

化、の４点を基本戦略としました。 

本調査は、カウンターパート機関であるヒマーチャル・プラデッシュ州政府農業局に加えて、園

芸局、畜産局、水産局、および関連する利害関係者の参加を得て進めてまいりました。なかでも、

州内全 12 県の県事務所、ならびに全 75 開発ブロックの担当者とは、合計 36 回にわたるワークシ

ョップを実施して、共同作業によりマスタープラン及びアクションプランの開発計画を策定しま

した。 

本報告書が州政府農業局および関係機関に活用され、ヒマーチャル・プラデッシュ州における作

物多様化を通じた農家の生計向上に寄与することを切に念願いたします。 

本調査の遂行にあたり、貴機構、外務省、農林水産省の各位には多大なご協力とご支援を賜りま

した。また、現地調査においては、州政府農業局をはじめとするヒマーチャル・プラデッシュ州

関係諸機関、インド国農業省、貴機構インド事務所、および在インド日本大使館の関係各位から

多大なるご協力を頂きました。ここに深甚なる感謝の意を表する次第です。 

平成 21 年 3 月 
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I. 調査の背景 

はじめに 

01. 本報告書は、国際協力機構（JICA）とヒマーチャル・プラデッシュ州政府農業局（DOA）

との間で2006年7月18日に合意された「ヒマーチャル・プラデッシュ州作物多様化総

合開発調査」の実施細則に基づいて作成されたものである。(1.1) 

調査の背景 

02. インド国北部のヒマーチャル・プラデッシュ州（以下、「ヒ」州）はヒマラヤ山脈の

麓に拡がる人口約608万人、面積約5.6万km2の州である。労働人口の約7割が農業に従

事しており、農業は農村地域の経済活動の基盤である。農村地域の生計向上をはかる

ためには農業の収益性を高めることが不可欠であり、そのためには穀物栽培から地域

特性を生かした高冷地野菜栽培などの換金作物への転換を図ることが必要である。

(1.2) 

03. 「ヒ」州政府はその5ヵ年計画において農業開発重点項目として13項目を選定した。

「ヒ」州政府にとって、州内の農業・農村開発をより効率的かつ効果的に推進するた

めに農業・農村開発マスタープランの策定は喫緊の課題である。(1.2) 

調査の目的 

04. 本調査の目的は、次の3項目である。すなわち、(i) 農家の生計向上のための作物多

様化による農村開発マスタープラン（M/P）の策定、(ii) M/Pの結果を踏まえたアク

ションプラン（A/P）の策定、(iii) 調査を通じたカウンターパート機関職員に対す

る計画策定能力向上のための技術移転である。(1.2) 

調査対象地区と調査期間 

05. 本調査におけるM/PおよびA/P

策定では、「ヒ」州全域を対象

とし、本調査は2007年2月から

2009年3月までの約2年間にわ

たって実施された。その調査フ

ロー概念図を右図に示す。

(1.3) 

 

 

 

 

 

II. 中央政府並びに州政府の農業政策 

国家農業政策 

06. 第11次5ヵ年計画では、マクロ経済の主要目標（2007/08-2011/12）として農業生産の

増大が掲げられている。また、重要課題として国家食糧安全保障に十分配慮しつつ野

 Crop Diversification Study through Field Visits, 
Data Collection and Analysis Crop Diversification Study through Field Visits, 

Data Collection and Analysis 

Crop Diversification Study through Field Visits, 
Data Collection and Analysis Crop Diversification Study through Field Visits, 

Data Collection and Analysis 

Draft Master Plan and Action PlanDraft Master Plan and Action Plan

JICA Study Team and 
Counterparts JICA Study Team and 

Counterparts 

Field Survey in Pre-F/S Model 
Areas

JICA Study Team and 
Counterparts JICA Study Team and 

Counterparts 

Field Survey in Pre-F/S Model 
Areas

Field Survey in Pre-F/S Model 
Areas

Finalization of M/P and A/PFinalization of M/P and A/P

Block and District Officers with 
JICA Study Team & CounterpartsBlock and District Officers with 

JICA Study Team & Counterparts

Workshop in All 12 DistrictsWorkshop in All 12 Districtsサンプル地区における調査

調査団およびカウンターパート

全12県におけるワークショップ

農業局、県およびブロック事務所
調査団およびカウンターパート

M/P、A/Pの完成

M/P、A/P（案）の策定

現地調査、資料収集、分析

調査団作成

図S-1 調査フロー概念図 
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菜や果物など高付加価値作物へ転換することが挙げられている。更に、インド・ヴィ

ジョン2020では、将来に亘り食糧安全保障を確保するためには年率4%～4.5%の農業生

産の成長を見込む必要があり、このためには農村地域において園芸、水産、乳業、畜

産、農産加工など農業の多様化を加速する必要があるとしている。（2.1.1、2.1.2） 

07. 2001年の人口センサスによるとインドには人口30万人以上の都市が78か所あり、その

総人口はインド全体の約10％に相当する1億7百万人である。特に、デリー等の大都市

における中間層の所得が急激に増加しており、生鮮果実や高級野菜等の急速な需要が

見込まれている。（2.1.3） 

「ヒ」州における開発政策並びに開発プログラム 

08. 「ヒ」州の第11次5ヵ年計画では、社会的弱者である低所得者層に配慮し、農業収入

向上、基盤整備、栄養改善、環境保全、ガバナンスの改善、等の施策に重点を置いて

おり、具体的目標を（i）農業、（ii）村落連結道路、（iii）水力発電、（iv）森林及

び環境の4経済セクターに焦点をあてている。これらのセクターは農業多様化施策と

密接な関係にある。また、同5ヵ年計画では、灌漑可能地において伝統的作物から商

品作物への作物多様化を目的とした11の優先開発項目が選定されている。（2.2） 

 

III. ヒマーチャル・プラデッシュ州の現況 

自然条件 

09. 「ヒ」州は標高350ｍから7,000ｍのヒマラヤ西部山塊に位置し、起伏に富んでいる。

同州の気候は、南部低地の熱帯性準湿潤気候（標高350～1,000 m）から北東部山岳高

地の極寒・氷河気候（標高2,500～7,000 m）まで標高によって大きく変化する。同州

の農業生態区分は標高と降雨量によって４種類のゾーンに区分される。農業生態ゾー

ンとその特徴を図S-2と表S-1に示す。 

「ヒ」州の特徴である冷涼気候は、平原部他州にとっての端境期において、需要が急

速に伸びている野菜類や温帯果樹などの高付加価値作物の生産に適しており、これが

「ヒ」州農業セクターが優位にある点である。(3.1.1、3.1.2) 

表S-1 農業生態ゾーンの特徴 

農業生態ゾーン 面積 気象および主な作物 

ｿﾞｰﾝ-1: 熱帯性準湿潤気候、 

低丘陵地、標高 240 to 1,000 m 

10,300 km²:  

州面積の18.4%

亜熱帯性気候、雨量1,100mm, 穀物および亜熱帯果樹 (柑橘

類、マンゴ、ライチ他) 

ｿﾞｰﾝ-2: 準湿潤気候、中山間地  

標高 1,000 to 1,500m 

4,700 km²:  

州面積の8.4% 

亜熱帯性気候、雨量1,400～3,000 mm、穀物および柑橘類、

オフシーズン野菜 

ｿﾞｰﾝ-3: 高丘陵地、温暖湿潤 

気候、標高 1,500～3,250 m 

9,200 km²: 

州面積の16.5%

温暖湿潤気候、雨量1,000mm、穀物、温帯果樹（リンゴ）、ナ

ッツ類、オフシーズン温帯野菜 

ｿﾞｰﾝ-4: 高丘陵地、温暖乾燥気

候、標高 2,500m以上 

31,500 km²: 

州面積の56.6%

温暖乾燥気候、雨量700mm以下、作付は4月～10月）、穀物、

温帯野菜および果樹、種イモ（ジャガイモ）、ホップ 

出典: Agro-Ecological Zonation of Himachal Pradesh- Agricultural System Information Development at micro-level, 

Geo-Centre, CSK HPAU, Palampur (2006) 
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経済および社会状況 

10. 「ヒ」州は12県で構成されており、更に計75の行政ブロックに分割されている。行政

ブロック内には、3,243ヵ所のパンチャヤット（地方行政の最小単位）があり、各パ

ンチャヤットが州政府の支援を受けて末端での行政を行っている。(3.2.1)  

11. 1995/96年から2006/07年の「ヒ」州内総生産（GSDP）は、インド全国の平均成長率と

ほぼ同等の平均6.8％の伸び率を示している。2005/06年の「ヒ」州の一人当たり所得

は33,800ルピー（760ドル相当）に達し、インド全国平均の32,000ルピー（720ドル相

当）を若干上回っている。(3.2.2) 

12. GSDPに占める農業セクターの割合は

2001/02 年の 22.1% から 2006/07 年の

18.8%へと低下している。2001年のセン

サスによると、「ヒ」州の総世帯数122

万2千世帯のうち88％に相当する108万

世帯が農村に居住し、そのうち農家は

91万4千世帯である。農業セクターは、

労働人口では約200万人分の雇用（総労

働人口の68％）を提供している。従っ

て、「ヒ」州では農業が主産業であり、

農村部の経済と地域住民の生計を支え

ているといえる。（3.2.2） 
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図S-2 農業生態系ゾーン 

出典: Agro-Ecological Zonation of Himachal Pradesh – Agricultural System Information 
Development at micro-level by Geo-Centre, CSK HPA University, Palampur (2006) 
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出典: Economic Survey and Economic Abstract, Economic 
& Statistical Dept, Himachal Pradesh. 

図 S-3 セクター別州総生産高及び労働人口 
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13. 労働者1名当たりの名目GSDPは全産業平均で7万3千300ルピーであるが、産業間の格差

が大きく農業セクターで平均2万5千800ルピー、その他のセクターの平均16万8千ルピ

ーである。この格差を是正するためには、農業開発により付加価値の高い農産物を生

産販売して生産性を向上することが必要である。（3.2.2） 

14. 「ヒ」州政府は、経常支出と開発支出に見合う財源の確保や債務利子軽減のために努

力してきた結果、歳入が増加し、2005/06年には過去最高を記録するとともに、歳入

不足は過去最低レベルまで減少した。予算配分では総歳出1,254億ルピーと純投資支

出193億ルピーとなり、利子支払および債務償還も総支出の22.5%に減少した。（3.2.3） 

15. 2001年人口センサスによると「ヒ」州の総人口は608万人、そのうち548万人（総人口

の90.2％）が農村に居住している一方、都市居住者は60万人（同9.8％）である。 

「ヒ」州の総労働人口299万人のうち長期就労者（年間6ヶ月以上）は196万人（総労

働人口の32.1%）であり、他方、短期就

労者（年間6ヶ月未満）は103万人（同

16.9%）である。総労働人口のうち205

万人（同68.5%）が耕作者や農業労働者

として農業に従事している。他産業従

事者は残りの94万人に過ぎない。この

ように、農業セクターが中心に就業機

会を提供している。この傾向は、図S-4

に示すとおり、農村部で著しい。

（3.2.4） 

16. 「ヒ」州の人々は勤勉で働き者であることがよく知られている。急傾斜地で勤勉な農

家が農業を発展させてきた。農家の勤勉性は、率先して園芸農業に取組んできたこと

からも明らかである。穀物主体の伝統的な自給型農業から果樹栽培や野菜栽培への転

換が図られてきている。 

また、「ヒ」州の人々は質素で誠実であり、争いを嫌い、平和を好む人々として知ら

れている。国際的なNGOのTransparency Internationalが最近行った調査によると、

「ヒ」州をインド全州のうち汚職の少ない方から2番目、治安状況の良い方から4番目

に評価している。また、農民組織による事業参加が進んでいる。この様な州民性や社

会状況、住民の結束力の強さは「ヒ」州の大きな財産と言えよう。（3.2.7） 

17. 「ヒ」州は総世帯数の23.9%が貧困ライン以下で、全国平均値の26.1%に比べて低いが、

インフラ整備、雇用機会、土地資源、貧困者数などの状況によって地域格差が著しい。

しかしながら世界銀行の実施した脆弱性調査によると、良好な経済発展を続けられな

い場合に今後3年以内に22％が貧困層に新たに転落するであろうと予測されている。

これらのことから約46％の世帯が貧困層あるいは社会的弱者層として不安定な生活

を送っている。（3.2.9） 

長期就労
耕作者
40%

短期就労
耕作者
31%

農業労働者
3%

他の就労者
26%

 

出典: Population Census 2001/2002 

図S-4 農村部における労働別人口 
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社会基盤 

18. 「ヒ」州の道路総延長は2006年3月現在2万9千kmで内訳は国道4.3%、国境道路2.4%、

州道7.5%、その他の幹線道路と地方道路が85.9 %を占める。州内17,500集落のうち63%

にあたる11,000集落までは地方道が整備されているが、残り37%の集落はアクセスが

未整備であり、高付加価値作物や投入材の輸送を困難にしており、農業多様化を遅ら

せている。 (3.3.1) 

19. 他の交通インフラとして北インド鉄道の3路線があり、それらはKalka-shimla線（狭

軌96 km）、Pathankot-Joginder線（狭軌164 km）、Jammu Tawi-New Delhi線から分岐

する Sirhind-Una線（広軌）である。ウナからデリーまで300kmの間は毎日運行して

いるが、生鮮野菜の輸送量は少なく、大半はトラック輸送に依っている。 (3.3.2) 

20. センサスの対象になっている集落は1994年までにすべて上水施設が整備されたが、そ

の他の小集落はまだ安全な水が確保されていない。2005年の公式調査では調査対象

45,400所帯のうち13.3%が上水施設から飲料水の給水を受けていない。(3.3.3) 

21. 河川による包蔵水力エネルギー20,400 MWのうち30%に当たる6,100 MWが開発されおり、

2006年11月調査時点では全集落のうち98%に当たる17,200世帯まで送電されている。

農業の多様化が進展すれば電気を動力源にした小規模農産加工により農産物の付加

価値が高まることが期待される。(3.3.4) 

農業生産 

22. 「ヒ」州全域55,670 km2の土地利用分布

状況は図S-5に示すとおり森林が大部

分を占め、その面積は 37,030 km2 

(66.5%)である。農地面積は5,400 km2 

(9.8%)で、農業以外利用地3,190 km2 

(5.7%)、休耕地1,222 km² (2.2%)、休

閑地755 km2 (1.4%)、耕作されていない

潅木地は329 km2 (0.6 %)である。残り

7,696 km2 (13.8%)は牧草地、放牧地さ

らに不毛地等となっている。(3.4.1) 

23. 2000/01年から2005/06年の作目別作付面

積を図S-6に示す。農地拡大が出来ない制

約条件から全体の作付面積の拡大はみら

れないが、穀物の作付面積は僅かに減少

している一方、近年果樹と野菜は増加傾

向にあり、作物の多様化がうかがえる。 

2000/01年から2005/06年の野菜と果樹の

生産量を図S-7、図S-8に示す。主要野菜

の生産量は増加傾向にあるが、果樹は気

候条件や市場動向によって年ごとで変動

がみられる。(3.4.2) 

土地利用分布 (km²)

13.8%

9.8%

2.2%

5.7%
0.6%1.4%

66.5%

森林

牧草地、放牧地

耕作地

休耕地

休閑地

農業以外

潅木地

出典： Department of Land Records, Himachal Pradesh 

図S-5  土地利用分布状況 
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出典： Department of Land Records and Department of 

Horticulture (01/02 – 04/05) and JICA Study Team (05/06)

図 S-6  作目別作付面積変動 
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24. 県別の作物多様化の状況を表S-2に示す。多様化率（全作付面積中の多様化面積の比

率）を見ると山岳地帯に位置するラホール・スピティで85%、キノールで68%、シムラ

で50%と高率である。一方、標高の低いハミルプールで8%、ウナで10%、ビラスプール

で13%と低い。 

果樹の大部分(94%)はシムラ、クル、カングラ、キノールおよびマンディの5県に集中

しており、生産地が限定されている。一方、野菜は州全域で幅広く生産されている。

(3.4.2) 

表S-2 県別穀物作付面積および生産量 (2004/05) 

A. 野菜合計 B. 果物合計 C. 穀物合計 
県 

面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量 

(A + B)  

(A+B+C) 

Bilaspur 2,100 ha 50,300 ton 6,000 ha 4,500 ton 55,900 ha 120,800 ton 13% 

Chamba 2,400 ha 28,400 ton 13,900 ha 10,000 ton 59,900 ha 113,900 ton 21% 

Hamirpur 1,300 ha 22,500 ton 4,900 ha 2,400 ton 69,200 ha 137,600 ton 8% 

Kangra 7,400 ha 111,800 ton 35,300 ha 85,600 ton 195,800 ha 314,600 ton 18% 

Kinnaur 2,600 ha 29,700 ton 9,300 ha 39,000 ton 5,700 ha 5,000 ton 68% 

Kullu 5,200 ha 78,200 ton 24,300 ha 175,600 ton 51,400 ha 94,200 ton 36% 

Lahaul-Spiti 4,700 ha 56,600 ton 600 ha 200 ton 900 ha 1,200 ton 85% 

Mandi 7,000 ha 109,400 ton 31,500 ha 24,300 ton 142,000 ha 287,300 ton 21% 

Shimla 12,900 ha 185,700 ton 35,000 ha 322,900 ton 47,100 ha 70,500 ton 50% 

Sirmaur 8,200 ha 118,200 ton 15,000 ha 12,700 ton 60,800 ha 109,000 ton 28% 

Solan 7,200 ha 173,900 ton 6,300 ha 8,300 ton 56,900 ha 101,300 ton 19% 

Una 2,000 ha 30,300 ton 4,900 ha 6,500 ton 65,300 ha 132,200 ton 10% 

州 63,100 ha 994,900 ton 186,900 ha 692,000 ton 811,000 ha 1,487,600 ton 24% 

出典: 2004/05 data of Department of Land Records, Himachal Pradesh State Government 

25. 「ヒ」州の非食用作物は花卉、観葉植物、薬草などである。近年、花卉栽培は州内で

期待される作物となりつつあるが 栽培面積は未だ小さく、1993/94年で30 ha、2006/07

で510 ha程度である。(3.4.2) 

農業関連セクター生産 

26. 「ヒ」州内の主要家畜は牛、ヤギ、羊および水牛である。牛および水牛は搾乳目的の

飼育が多く、水牛は農耕用としても利用されている。ヤギと豚は肉用に飼育され、羊

は肉用と羊毛生産用に飼育されている。また、家畜は農家の資産であり、急な現金の

入用時には売却して収入源ともなる。家畜飼料が冬季に不足しているため、その対応

が求められる。(3.5.1) 
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出典： Department of Land Records and Department of Horticulture (01/02 – 04/05) 

and JICA Study Team (05/06) 

図S-7 野菜生産 図S-8 果物生産 
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27. 「ヒ」州の内水面漁業の生産量は2006/07年6,900トンで、この内、貯水池での漁獲が

4,800トン(70%)、ため池での漁獲が2,010トン(29%)である。養殖（主に鯉と鱒）は48

トンと1%以下である。州内の内水面漁業従事者は約7,000人である（農業との兼業を

含む）。漁獲高は減少傾向である一方、養殖高が増加している。(3.5.2) 

作物多様化の類型化 

28. 州内の農業生産活動は地域ごとに、その多種多様な状況によって大きく異なる。農業

多様化シナリオの方向性を検討するため、現況調査及び農業多様化に向けた開発ポテ

ンシャル調査結果に基づきブロックごとに類型化を行った。（3.6.1） 

29. 類型化の結果、「ヒ」州内を下記に示す4類型に分類した。(3.6.2) 

表S-3 類型毎の開発の特徴及び方向性 

分類 地域特性 特徴及び方向性 

類型-Ⅰ 

21ブロック  

農地面積: 166,600 ha 

農業生態ゾーン-Ⅲ・Ⅵ  

作物多様化先行地区（野菜作付面積率10.0%以

上）かつこれ以上の作付面積拡大の可能性が

低い地区  

生産性及び品質向上による農家

収入の更なる向上を目指す。 

 

類型—Ⅱ 

11ブロック 

農地面積: 117,200 ha 

農業生態ゾーンⅢ・Ⅵ  

作物多様化が開始された地区(野菜作付面積

率5.0%～9.9％)、かつ今後の野菜作付面積増

加が期待される地区 

穀物から野菜への転換を促進

し、野菜作付面積を更に拡大す

ることによって農家収入の向上

を目指す。 

類型—Ⅲ 

30ブロック 

農地面積: 344,700 ha 

農業生態ゾーンⅠ・Ⅱ  

穀物栽培地区で多様化後進地区（野菜作付面

積率5.0%未満）しかし作物多様化の拡大可能

性が高い地区 

野菜栽培経験の少ない農家に対

し、多様化作物の導入を推進す

ることによって農家収入の向上

を目指す。 

類型-Ⅵ 

13ブロック 

農地面積: 101,900 ha 

農業生態ゾーン-Ⅲ・Ⅵ 

上記の類型-I～IIIに当てはまらない地区 

穀物、野菜を主体に果樹、畜産

又は水産を取り込んだ複合的な

農業を推進する。 

JICA調査団作成 

30. 農業局ブロック事務所の情報に基づき取りまとめた「ヒ」州全体の作付体系を下図S-9

に示す。雨期（Kharif、6月から10月）と冬期（Rabi、11月から5月）における作付率

は、穀物がそれぞれ約57％及び56％であり、また野菜類の作付率はそれぞれ7％及び

3％である。一部の農家では雨期作において天水や集水施設（小規模タンク、湧水の

パイプ導水等）による野菜栽培を行っているが、冬期作における野菜栽培は灌漑施設

が確保されている農家に限られる。図S-9に示すように、現況での果樹栽培面積は既

存耕地面積の約26％、休耕地面積は約10％である。 (3.7.1) 
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31. 1995-96の農業センサスによれば、全純耕地面

積は65万3千ha と推計される｡約85%の農家は

経営規模2.0 ha未満の「零細・小農」で、全国

平均（86%）とほぼ同じ割合である。農家戸数

は増加傾向にあるが、農地拡大の余地が無いこ

と、また農地の均等相続が原則であることから、

平均農地所有規模は荒地、休耕地を含めると、

1985/86農業センサスで1.3 ha、1990/1991人口

センサスで1.21 ha、1995/96農業センサスで

1.16 haと減少傾向を示している。農地所有規

模には耕作に使われない面積も含まれており、

実際に耕作に使用される播種面積と休耕地だ

けをとると平均規模は農家一戸あたり0.73 ha

である。(3.7.2) 

32. 2001/02の人口センサスに基づく農家1戸当りの平均農業従事者数は2.20人で、この内

1.19人が長期従事者（年間農作業従事期間6ヶ月以上）であり、0.95人が短期従事者

（年間従事期間6ヶ月未満）、0.06人が雇用労働力である。さらに農繁期には、他業種

で働いている家族構成員が臨時に農作業に加わっているものと推定される。(3.7.2) 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
Rabi Kharif Rabi

20%

40%

60%

80%

季節

月

果樹: 192,000 ha (26%)

休耕地: 69,800 ha (10%)

ラビ期野菜: 24,100 ha (3%)
カリフ期野菜: 48,900 ha (7%)

カリフ期穀類:
419,700 ha (57%)

ラビ期穀類:
406,900 ha (56%)

100%

0%
Rabi Kharif Rabi

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
作付率(%)

 
穀物 野菜 果物 休耕地 

類型 季節 
(ha) (%) (ha) (%) (ha) (%) (ha) (%) 

年間 
(ha) 

ラビ期 406,900 56% 24,100 3%     
全州 

カリフ期 419,700 57% 48,900 7% 192,000 26% 69,800 10% 
730,400

出典: Data of Department of Agriculture, Himachal Pradesh. Collected by JICA Study Team. (Data in 2005-2006 season) 
備考: 休耕地；現在一年間休耕しているが、その前年には耕作されていた土地を指す。 

図S-9 作付面積および作付体系 

4%

零細
 64%

零細
 27%

小規模
26%

小規模
20%

準中規模
 11%

準中規模
25%

中規模
16%

大規模 6%中規模
1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

農家数 純耕地面積

出典: Agricultural Census 1995-96  

図S-10 農家経営規模と農地面積分布
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JICA調査団作成

図S-11 穀物及び野菜の類型別農業収入 

33. 各類型の穀物及び野菜による平均農家規模の農業収入の算定結果を右図に示す。類型

-Iの収入は一戸あたりRs.85,400で最も高く、野菜栽培による収益はこの87％を占め

る。同様に、類型-IIではRs.53,500/戸、類型-IIIではRs.43,900/戸、類型-IVで

Rs.39,400/戸であった。この

結果より、穀物の収益性は野

菜栽培に比べてはるかに低く、

農村地域における農家収入の

向上においては野菜の生産量

及びその品質確保が重要な要

素となることが分かる。加え

て、野菜の安定的な通年栽培

を可能にするため、また穀物

の生産性を向上し作付転換を

促進するためにも灌漑整備が

不 可 欠 で あ る と い え る 。

（3.7.2） 

農業支援サービス 

34. 「ヒ」州農業局(DOA)は、州内の農業政策と事

業計画の立案及び事業実施の責任機関である。

また、同局は農業普及部門と建設を担当する土

壌保全部門に大別される。県レベルにおける農

業普及部門の活動範囲は穀物・野菜・豆類・油

脂作物に関連したi) 生産技術、ii) 防除技術、

iii) 収穫後処理・市場流通管理技術、iv) 病

虫害対策管理である。農業局の普及体制を右図

に示す。(3.8.1) 

35. 県並びにブロックレベルの技術普及活動にか

かる縦割り行政の弊害を改善する目的で、モデ

ル地域における改革としてATMA (Agricultural 

Technology Management Agency：農業技術管理

組織)が発足した。ATMAの設置により農家は、県レベルで調整し策定された普及計画

SREPに基づき包括的な農業普及サービスを享受することができる。このため、ATMAは

農業局以外の関連局（例えば園芸局、畜産局、水産局）及びヒマーチャル州農業大学、

農民代表、関連するNGO/民間等と連携している。このようにATMAモデル形式では、効

率的な農業普及サービスが期待されるものの、新規に導入した県では、普及実施のシ

ステムが未成熟であり、成熟するまでには更に期間を要する状況にある。(3.8.2) 

36. 州農業管理及び普及トレーニング機関（SAMETI）は普及職員の能力向上を目的とした

農業担当次官直属の機関である。SAMETIでは農民参加型普及管理、プロジェクト管理、

流域管理、人的資源管理及び情報技術等のコース別トレーニングを実施している。こ

の他に、SAMETTでは農業普及活動の改善や研修に必要なマルチメディア設備等を備え

た研修用会議施設を提供している。 (3.8.3) 

Agricultural Extension System in each District

 

 
SMS (Chief) 
ADO, AEO 

Block Office  
SMS (Chief) 
ADO, AEO 

Block Office 

Core / Model 
Farmer 

Core / Model 
Farmer 

Core / Model 
Farmer 

Farmers 

 
DAO, ADO, AEO 
Deputy Director 

 

JICA調査団作成

図S-12 普及関連組織図 
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農産物市場流通システム 

37. 「ヒ」州内には農業流通公社

の下に10か所に農産物流通委

員会(APMC)が設立され、12県

に点在する卸売市場を管轄し

ている。現在、州内には39か

所の市場（図S-13）が点在し

ており、青果物卸売市場とし

て機能している。出荷者（多

くは農民自身であるが、集荷

業者並びに出荷団体の場合も

ある）は農産物を卸売市場の

卸売業者に運び込み、卸売業

者は出荷者から販売委託され

た農産物をセリ売りする。卸

売業者はセリ落した業者から

手数料を受け取る。農民は卸

売業者の実績を基に選び、販

売を委託する。また、農産物

流活動に関する規制緩和により、Reliance及びADANI, ITC等の大手民間企業が農産物

の直接購入を始め、ビラスプール県及びハミルプール県の先進的な農家と直接取引を

行っている。(3.9.1) 

38. 全39か所の卸売市場への野菜の年間入荷量は概ね160,000トン（2006年実績）である。

卸売市場におけるセリ価格はAPMCの担当者により毎日記録されており、その結果は中

央政府の農業省が運営するインターネットWebサイト（AGMARKNET）で閲覧可能である。

また、「ヒ」州農業局はラジオ局並びにテレビ、新聞を通じて主要野菜の卸売価格情

報を定期的に配信している。(3.9.1) 

39. 卸売市場における農産物価格は、農産物の季節的な供給量及び農産物の品質、買い手

の要求量、生産地等によって日々変動している。インド最大の卸売市場であるデリー

のアザドゥプール卸売市場における2006年のエンドウマメの最高値及び最低値の月

別変動を図S-14に示す。 
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図S-14 エンドウマメの集荷量と価格の変動 
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図S-13 卸売市場の位置図 
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アザドゥプール卸売市場のエンドウマメの入荷量と卸売価格の関係についてみると、

12月から3月までの冬期においては、ウッタープラデッシュ等の大産地から大量のエ

ンドウマメが流通することから、エンドウマメの価格は低価格で推移する。しかし、

4月以降では、上述の大産地では、気温が上がりエンドウマメが栽培できないことか

ら、ヒマーチャル産のエンドウマメの独壇場となる。生産量が少ないことから価格は

高騰する。(3.9.2) 

40. 「ヒ」州では野菜に関する統一規格は存在しない。現在、様々な普及活動を通じて農

民並びにその他流通関係者は、農産物の付加価値を高める適正な規格の必要性・重要

性を感じている。今後、農家による野菜の選別並びに梱包（包装）が改善されるのみ

ならず、政府による適正な規格認証がなされる必要がある。野菜の品質による価格の

違いの事例を以下の写真S-1に示す。(3.9.3) 

 

41. 「ヒ」州で実施されている青果物を原料とした農産加工は、ジャムやジュース、濃縮

果汁、ピューレ、ドライフルーツ、キャンディー、ピクルスや果実酒等の従来製品が

ほとんどであり、政府系及び半官公社の加工施設だけではなく、民間の加工業者の進

出が著しい。農産加工に占める官企業と民間企業の割合は3対7である。今後、民間企

業の進出がさらに増加することが期待され、「ヒ」州政府は農産加工の直接運営から

加工業振興に係る周辺環境の整備へその役割を移行させていくことが必要である。

(3.10.1) 

42. 大規模及び中規模の野菜・果物加工産業の年間計画加工処理能力は88,000トン程度で

ある。しかしながら、「ヒ」州内の野菜の農産加工業の実情は、零細業者や主婦を中

心とした小規模農産加工が大半であり、全体の加工能力の実績は把握できていない。

生鮮青果物として高値では販売できない規格外の農産物や生産過剰時の加工は有効

である。(3.10.2)  

43. 農産加工業は、今後大規模民間セクターによる加工が増え、政府側が果たす役割は加

工プラントの従来の直接操業から農産加工業の計画立案や統制機能にシフトするこ

 
日付：2007 年 6 月 16 日 
ｴﾝﾄﾞｳ豆（品質：良） 
場所：Dhali 卸売市場、ｼﾑﾗ 

日付：2007 年 6 月 16 日 
ｴﾝﾄﾞｳ豆（品質：並） 
場所：Dhali 卸売市場、ｼﾑﾗ

日付：2007 年 6 月 16 日 
ｴﾝﾄﾞｳ豆（品質：やや不良） 
場所：Dhali 卸売市場、ｼﾑﾗ 

日付：2007 年 6 月 16 日 
ｴﾝﾄﾞｳ豆（品質：不良） 
場所：Dhali 卸売市場、ｼﾑﾗ 

 
日付：2007 年 6 月 18 日 
ｲﾝｹﾞﾝ豆（品質：良） 
場所：Dhali 卸売市場、ｼﾑﾗ 

日付：2007 年 6 月 18 日 
ｲﾝｹﾞﾝ豆（品質：不良） 
場所：Dhali 卸売市場、ｼﾑﾗ 

日付：2007 年 6 月 18 日 
ｶﾘﾌﾗﾜｰ（品質：良） 
場所：Dhali 卸売市場、ｼﾑﾗ 

日付：2007 年 6 月 18 日 
ｶﾘﾌﾗﾜｰ（品質：不良） 
場所：Dhali 卸売市場、ｼﾑﾗ  

JICA調査団作成

写真S-1   主要野菜における品質による価格の差 
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とが予測される。政府側に対しては、加工プラント建設に必要な用地や産業道路、電

力、工業用水といったインフラ施設の整備が求められることになる。また、「ヒ」州

内に加工工場の誘致を促進するためには、投資家に対する優遇税制や低利融資の実施

等の整備が望まれる。さらに、PPPに関するワークショップや他の情報網を通じた投

資家に対する生産関連情報の提供も重要な政策となる。(3.10.2)  

灌漑施設 

44. 急峻な地形のため、耕地面積

58万3千haに対し、灌漑開発面

積は20万7千ha（耕地面積の

36%）に限られ、さらに実際に

灌漑されているのは10万7千

ha（同18%）に留まる｡灌漑ス

キームは規模、灌漑方式、管

理体制によって右図S-15に示

すとおり分類される。5ヶ年開

発計画や年度予算における灌

漑開発の優先度は高く、1980

年代から今日に至るまでに開

発された灌漑可能面積は概ね

2倍となっている。(3.11.1) 

45. 州農業局は中央政府の農村基盤整備開発基金（RIDF）を通じて水土保全事業を実施し

ている。本事業は重力灌漑、ポンプ灌漑、地下水灌漑を含む小規模な灌漑開発・改善

事業を行っており、DOAによる資金及び技術支援の下で50 ha未満の受益地を対象に農

民参加型灌漑開発を実施している。(3.11.2) 

46. 農民参加は施設の移管後にとどまらず、施設の計画立案、測量、設計、施工の各段階

から行われている。施工段階ではKVS（水管理組織）による工事が行われている。工

事費用は、セメント、鉄筋、管材等の資材は州農業局による提供、砕石や砂等は現地

調達、普通作業員等の労務はKVSが提供する条件で承認される。工事費総額の10％が

KVSが管理する銀行口座に振り込まれ、工事完了後の維持管理用の原資として利用さ

れる仕組みである。(3.11.2) 

農道  

47. 農村地域における支線道路は、以下の形式により構成されている：(1)ジープ走行可

能な未舗装道路（Katcha道路、幅員 2～3 m、路面排水施設無し）、(2)ミュールパス

（幅員 1.8 ｍ、一部砂利又はコンクリート舗装、路面排水施設無し）、(3)フットパ

ス（幅員 1 ｍ以下、部分的な砂利又はコンクリート舗装、路面排水施設無し）。これ

らの道路は主に農村集落内移動を目的に県のブロック事務所、APMC又はDOAにより建

設されている。一方、集落間を結ぶ地方道路は公共事業局により建設されている。大

部分の集落内道路は雨期に泥濘化して十分に機能しないため、この時期に収穫最盛期

となる端境期野菜や温帯果物等の出荷に支障をきたしている。また、野菜の単位収量

は穀物に比べ約10倍となるため、農道整備が不十分であることも多様化促進の阻害要

大規模灌漑（Major Irrigation）
(灌漑面積> 10,000 ha)

中規模灌漑（Medium Irrigation）
(2,000 < 灌漑面積< 10,000 ha) 重力灌漑

小規模灌漑（Minor Irrigation） ポンプ灌漑
(灌漑面積< 2,000 ha) 地下水灌漑

小規模灌漑（Minor Irrigation） 重力灌漑
(灌漑面積< 50 ha ポンプ灌漑
水土保全事業) 地下水灌漑

集水施設

マイクロ灌漑スプリンクラー、ドリップ)

農民自身による灌漑施設
（伝統的灌漑システムなど）

集水施設（流域管理プロジェクト）

灌漑・公衆衛生局

農業局

地方開発局
森林局

個人、農民組合
パンチャヤット等

農業局 (補助金),
園芸局 (補助金),
個人

JICA調査団作成

図S-15 灌漑の種類 
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因の一つとなる。多様化促進にともなう農家の収穫物運搬労力を軽減するためには、

農道整備が不可欠である。(3.11.3) 

農業関連組織 

48. 作物多様化の担当機関は農業局（穀物、野菜等を管轄）及び園芸局（果樹、花卉等を

管轄）、畜産局、水産局の4局である。また、農作物の新品種の育種及び開発に関して

は、中央政府の農業試験研究機関が管轄している。農産物の流通に関しては、農業局

傘下のヒマーチャル・プラデッシュ州農業流通公社によって管理されている。

(3.12.1) 

49. 「ヒ」州農業担当の大臣と次官は政策立案及び他部局間の調整が担当であり、州農業

の実務に係る計画立案及び事業の実施は農業局長がその責任を負っている。農業局で

は1,302人の職員定員に対して684人（53％）分の空きポストが存在する。加えて、現

状では、モニタリング・評価に基づく事業改善を行うことができる人材が農業局には

少ないため、PDCAサイクル（Plan-Do-Check-Act）を用いた事業のモニタリング・評

価を実施できる人材の育成が必要といえる。(3.12.1) 

50. 州内には、様々な協同組合、小規模グループ、自助組織（SHG）等が設立され、活動

を行っている。また、関連機関の村落普及員は農民の組織化に技術的な支援を行って

いる。農民組織は展示圃場を組織するための受け皿となり、展示圃場で得られた結果

は普及組織とヒマーチャル農業大学の両者で共有する。ヒマーチャル農業大学では、

現場で求められる栽培技術を研究・開発している。農民組織の代表は、FAC（ブロッ

ク農民支援委員会）およびATMAに運営委員の一員として参加している。(3.12.1) 

国際機関からの援助  

51. 現在「ヒ」州では国際機関からの援助により９件の事業が進行中である。そのうち、

次の５案件、i) 総合流域管理計画（IWDP、世銀）及びii) 水・保健衛生プロジェク

ト(WASH、ドイツBMZ)、iii) スワン川総合流域保全事業（旧JBIC）、iv) 農村道路拡

充計画（世銀）、v) 農業流通システム強化計画（USAID）が農業関連案件である。

(3.13.1) 

52. 世銀は2007年6月に「ヒ」州に州内道路プロジェクトを承認し、2007年9月に第一次「ヒ」

州開発政策ローン事業を承認した。前者は州内の道路ネットワークの中で交通量が多

く優先度の高い部分について運搬コストの低減と交通改善を図るための事業であり、

後者の政策ローン事業は、「ヒ」州において構造調整及び財務調整、行政改革等を実

施することにより経済成長を持続させるために州政府を支援する中期的な事業であ

る。(3.13.1) 

中山間地州における「ヒ」州の位置付け  

53. 「ヒ」州やインド北東部に位置する山岳州、11州は「特別州(special category 

states)」として指定されている。これらの州は経済開発に必要な資金を投入する上

で不利な条件を有しているため、中央政府は特別援助対象州として経済成長と経済基

盤の整備を支援してきた。しかし、これまでの経済発展に限界があることから、これ

らの山岳州は最貧州に分類されてきた。(3.14) 

54. 「ヒ」州は、州として独立した1971年以降、社会指標および経済成長において他の山



和文要約 
ヒマーチャル・プラデッシュ州作物多様化総合開発調査 

ファイナルレポート 

 

 S - 14   

岳州を大きく上回っており、特に1990年代以降は「ヒ」州の発展には目覚しいものが

ある。第11次5カ年計画で中央政府が掲げる「作物多様化政策」とこれまでの「ヒ」

州の発展を踏まえると、「ヒ」州が山岳州のなかでパイロット州として先駆けて農業

多様化を推進する役割を担うことは妥当であろう。(3.14) 

 

IV. ワークショップと開発ニーズ 

ワークショップ 

55. 2008年2月から9月にかけて、全12県において関係諸機関の担当職員を招聘して一連の

ワークショップを開催した（詳細は表S-4を参照）。その目的は、(i) M/PとA/P策定の

基礎情報として、各開発ブロックの農業多様化に係る開発ニーズを確認すること、

(ii) 開発ブロック職員や県職員を対象として農業開発計画策定能力向上のための技

術移転であった。(4.1.1) 

表 S-4 ワークショップ日程と協議内容 

No. 時期 場所 協議内容 

第 1 回 2008 年 2 月～3月 
Lahaul & Spiti

県を除く 11 県 

• ブロック毎の情報収集 

• ワークショップの目的、内容の説明 

第 2 回 2008 年 4 月 
SAMETI 研 修 所

（Shimla） 

• M/P コンポーネント（案）の説明  

• ワークショップ目的、必要情報の確認 

第 3 回 2008 年 6 月 全 12 県 

• 零細・小農を対象とする M/P コンポーネント（案）の説明

• 必要情報の確認 

• 候補案件取りまとめ状況の確認 

第 4 回 

(最終) 
2008 年 8 月～9月 全 12 県 

• 零細・小農を対象とする M/P コンポーネント案の説明 

• 必要情報の確認/候補案件収集 

• M/P に係る意見交換 

JICA 調査団作成 

農民支援とインフラ整備プログラムの優先コンポーネントのニーズ 

56. 図S-16に示すとおり、開発ブロ

ックにおける最優先分野は(D) 

野菜振興と(M) インフラ整備

である。これに次いで、(F) 穀

物生産性向上、(G) 複合経営、

(H) 収穫後処理、(J) 流通シス

テム改善が挙げられている。こ

れらの結果は地域の開発ニー

ズとしてM/P策定の際に反映さ

せた。(4.1.2) 

 

現況の阻害要因と開発ニーズ 

57. 農業多様化を進めるにあたり、現状分析に基づき整理した阻害要因とポテンシャルか

ら個別の分野について対策を開発ニーズとして導き出した。これらの開発ニーズは、

i)農業関連組織、ii)農業普及、iii)農業と野菜栽培振興、iv)農業関連分野（園芸、

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00

ド
ラ

フ
ト

プ
ロ

グ
ラ

ム
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

スコア

(E) 新野菜振興

(D) 野菜振興

(F) 穀物生産性向上

(H) ﾎﾟｽﾄﾊｰﾍﾞｽﾄ改善

(G) 複合経営

(I) 品質向上

(J) ﾏｰｹｯﾄｼｽﾃﾑ改善

(K) 販売振興

(L) 官民連携

(M) 基盤(ｲﾝﾌﾗ)整備

(N) ｲﾝﾌﾗ持続性支援

JICA調査団作成

図S-16 プログラムコンポーネント（案）毎のスコア 
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畜産、漁業）、v)青果物流通、vi)収穫後処理、vii)灌漑施設と農道、に分類される。 

(4.3) 

 

V. 開発ポテンシャルと対象農民 

作物多様化ポテンシャル 

58. 「ヒ」州内の気候条件は多様であり、今後の開発計画を策定する上では各地域の条件

に応じて野菜などの作物や畜産などの農産物を選定する必要がある。このため農業生

態ゾーン（AEZ）の分類を作物と農産物を選定するためのガイドラインとして利用し

た。これまでに抽出した開発ポテンシャルと制限要因を念頭に置き、自然条件、市場

性、経済性の観点から選定指標を設定した。また、農家レベルにおける穀物自給を考

慮した最適な多様化のレベルについても併せて検討を行った。上述の分析については、

マスタープランの形成並びにアクションプランの目標設定においても統合的に活用

した。(5.1.1) 

59. 「ヒ」州内における作物多様化の中核となる作物や農産物を決定するに当たり、表S-5 

に示すような各セクターのポテンシャル、制約条件並びに農業経済条件による評価基

準を設定した。この基準を六つのセクターに適用して得られた優先順位付の結果を後

段の表S-6に示す。 

表 S-5   セクター優先順位付に係る評価基準 

評価 
評価基準 

高い (5 ポイント) 中位 (3 ポイント) 低い (1 ポイント) 

A 関連する農業-生態系ゾーン 4 ゾーン 3 ゾーン 2 ゾーン以下 

B 市場性ポテンシャル デリー及び他州 州内 特定の市場 

C 州経済へのインパクト    

1) 地区面積 50,000ha超 1,000 – 50,000ha 1,000ha未満 

2) 一戸当り生産量 150kg超 1.0 – 150kg 1.0kg未満 

D 農家経済へのインパクト    

1) 裨益農家戸数 10,000超 5,000 – 10,000 5,000未満 

2) 農家収入における割合 15%超 1 - 15% 極小 

JICA 調査団作成 

表S-6   多様化に関するセクター評価 

評価基準 

州経済へのインパクト
農家経済への 
インパクト セクター 

関連する
農業-生態
ゾーン 

市場性 
ポテンシ
ャル 地区面積

一戸当り
生産量 

裨益農家
戸数 

農家収入に 
おける割合 

平均 

1) 野菜 5 5 5 5 5 5 5.0 

2) 果物 5 5 5 3 5 5 4.7 

3) 花卉園芸 5 5 1 1 1 NA 2.6 

4) 薬草 3 1 1 NA 3 NA 2.0 

5) 畜産 5 3 5 1 5 3 3.7 

6) 内水面漁業 5 1 3 3 3 NA 3.0 

注: NA = データ なし。平均値の計算から除外する。 

JICA 調査団作成 

検討の結果、野菜及び果樹、畜産の３セクターが他に比べて高い優先度を示した。ま



和文要約 
ヒマーチャル・プラデッシュ州作物多様化総合開発調査 

ファイナルレポート 

 

 S - 16   

た、上記3部門のうち、（i）野菜栽培部門が第一優先順位であり、野菜栽培は州全域

で広く分布していること、（ii）果物栽培はモノカルチャーであり、かつリスクが高

いこと、また12県のうち5 県のみで果樹栽培が盛んであるが残りの7県では生産量が

極めて少ないこと、さらに（iii）森林が大半であり畜産に必要な放牧地のポテンシ

ャルが比較的小さく、牧草生産量が限られていることから、野菜栽培部門を作物多様

化の中核セクターとする。(5.1.2) 

60. 100ha以上の作付規模で生産される野菜13品目の中から、本マスタープランで提案す

る戦略的野菜あるいは核となるべき野菜多様化作物を以下の手順で選定した。 

(i) 13品目の野菜は豆菜、果菜、葉菜および根菜に分類される 

(ii) 各分類から一種の作物を選定する 

(iii) 州内で生産されている主要作物を選定する 

(iv) デリーのアザドプール市場で取扱われている主要作物を選定する 

(v) インドにおける食習慣を考慮する 

以上の手続きにより、（i）エンドウマメ、（ii）トマト、（iii）カリフラワーおよび

（iv）ジャガイモの4種を戦略的作物として選定した。また、ブロッコリー、レタス

等新野菜の需要が高まりつつあり、「ヒ」州内における今後の有望野菜と考えられる。

(5.1.3) 

多様化作物の市場ポテンシャル 

61. インドでは果樹の作付面積は、2001/02年の400万haから2005/06の530万haと増加傾向

にある。一方、野菜の作付面積は約7百万haと安定している。「ヒ」州のりんごの生産

量はインド全国の 30 %のシェアを占め、エンドウマメは8 %である。これらの生産で

競合する州は、りんごがジャム・カシミール、エンドウがウッタルプラデシュである。

(5.2.1) 

62. 「ヒ」州周辺の大消費地であるデリー及びハリヤナ、パンジャブ、チャンディガール

を対象として2017/18及び2022/23における主要野菜の需要予測を行った。対象とした

主要野菜は、既述の戦略野菜4種、及び対象の消費地への出荷量が比較的多いその他

商品野菜3種（キャベツ、ピーマン、インゲンマメ）である。この需要予測は人口増

加と一人当たりの野菜消費量等を基に算定した。結果は下表のとおり2017/18には約

519万トン、2022/23には632万トンの需要が見込まれる。(5.2.2) 

表S-7 デリー並びにその他周辺州における需要予測 
 （単位：トン） 

年 夏期 雨期 冬期 合計 増加分 

2005/06 1,097,000  1,006,000  1,196,000 3,299,000  - 

2017/18 1,707,000  1,587,000 1,896,000 5,190,000  1,891,000 

2022/23 2,075,000  1,938,000 2,304,000 6,317,000  1,127,000 

増加分合計 978,000  932,000 1,108,000 3,018,000  - 
注： *1:  夏期／雨期／冬期は需要予測のみにて使われている。夏期：3月～6月、雨期：7月から9月、冬

期：10月～2月 

  需要予測から生産計画を検討する場合には、カリフ期（Kharif）／ラビ期（Rabi）が使われる。

カリフ期（Kharif）：6月から10月、ラビ期（Rabi）11月～5月 

 *2:  夏期／雨期／冬期とカリフ期（Kharif）／ラビ期（Rabi）との関係は以下のとおりである。カ

リフ期＝雨期、ラビ期＝夏期＋冬期 

出典：  ヒマーチャル・プラデッシュ大学の農業経済研究センターが2006年に試算した結果を基にJICA

調査団が修正 
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63. ヒマーチャル・プラデッシュ大学農業経済研究センターが2005年に実施した聴取り調

査結果によると「ヒ」州の需要シェアは16.7％と見積もられ、表S-8に示すとおり「ヒ」

州野菜需要は2017/18には87万トン、2022/23には106万トンと見積もられる。(5.2.2) 

表S-8「ヒ」州分の主要野菜の需要予測 
 （単位：トン） 

年 夏期 雨期 冬期 合計 増加分 

2005/06 127,000  412,000 9,000 548,000  - 

2017/18 198,000  654,000 16,000 868,000  320,000 

2022/23 241,000  801,000 19,000 1,061,000  193,000 

増加分合計 114,000  389,000 10,000 513,000  - 
出典：ヒマーチャル・プラデッシュ大学の農業経済研究センターが2006年に試算した結果を基にJICA調査団が

修正 

64. 上記需要予測を基に、「ヒ」州内の野菜消費量並びに搬送ロス等を考慮して、「ヒ」州

における期待生産量を予測した。下表に示す「ヒ」州における期待生産量予測の結果

より、現在、78万5千トンの野菜生産量は、マスタープラン期間中（2022/23年まで）

に77万5千トンの増加が期待され、総生産量では、156万トンに達することが予測され

る。(5.2.2) 

表S-9 「ヒ」州における主要野菜の期待生産量 
 （単位：トン） 

年 既存又は新規 カリフ期 ラビ期 合計 増加分 

2005/06 既存作物多様化地区 585,000  200,000 785,000  - 

 新規作物多様化地区 0 0 0  - 

 合計 585,000 200,000 785,000  - 

20017/18 既存作物多様化地区 559,000 274,000 833,000  48,000 

 新規作物多様化地区 384,000 47,000 431,000  431,000 

 合計 943,000 321,000 1,264,000  479,000 

 2005/06からの増分 358,000 121,000 479,000  - 

2022/23 既存作物多様化地区 560,000 276,000 836,000  3,000 

 新規作物多様化地区 603,000 121,000 724,000  293,000 

 合計 1,163,000 397,000 1,560,000  296,000 

 2005/06からの増分 578,000 197,000 775,000  - 

注： i) カリフ期:：6月～10月、 ii) ラビ期：11月～5月、iii) 増加分に関しては、既存野菜栽培地区の生

産量の増加を考慮した。iv) 州内消費及び搬送ロスはおよそ20％、残り80％の州外に出荷される野菜の

うちデリー及び周辺州に約85％、その他の大消費地に約15％とした。 

出典：調査団作成 

 

VI. 作物多様化マスタープラン 

全般 

65. 「ヒ」州においては、農業部門は人口の約90％を支える農村部の主要な経済活動であ

り農村部の住人の生計を維持している。「ヒ」州の農業部門は成長しているが、州内

総生産（GSDP）に占める割合は1980年代以来減少の一途をたどっている。この減少に

より農村経済が停滞し、その結果、都市部との格差を増大させている。このような状

況を改善するため、農業部門の生産性を向上することが不可欠である。 (6.1) 
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66. 本調査は、農家の生計向上を目的

に作物多様化を振興するために、

2022/23を目標年次とするマスタ

ープラン並びに2017/18を目標年

次とするアクションプランを策

定する。マスタープランの策定手

順は図S-17に示すとおりである。

マスタープランには基本戦略並

びに開発プログラムを含む。 

(6.1) 

 

 

 

 

 

67. 作物多様化を促進するために、図

S-18に示すとおり「組織強化プロ

グラム」及び「生産基盤整備プロ

グラム」、「農民支援プログラム」

の三つのプログラムを作成した。

さらに、各プログラムは開発ニー

ズを満たすための一連の活動を

まとめたプログラムコンポーネ

ントからなる。マスタープランで

は九つのプログラムコンポーネ

ントが作成され、これらの相互関

係は右図に示すとおりである。

(6.1) 

 

マスタープランの基本戦略 

68. マスタープランの最終目標及び基本戦略、基本方針は、州経済及び農家経済、地域経

済の視点を考慮し、以下のとおりとする。 

 

 

 

マスタープラン  プログラム

6.2 節　マスタープランの基本戦略

基本戦略 ４つの留意点 類型別の戦略

6.1 節　州農業の分析結果のレビュー

6.3 節  多様化の目標規模

食糧安全保障に
向けた食糧生産

市場における需要と
目標生産量

作物多様化
目標面積

生産基盤
整備目標

6.4 節　プログラムコンポーネント

マスタープランにおける
プログラムコンポーネントの最終化

ステークホルダー
間の協議

6.6 節
農民支援
プログラム

6.5 節
農業局組織強化

プログラム

6.7 節
生産基盤整備

プログラム

最終ワークショップ
の結果

JICA調査団作成

図S-17 マスタープランの策定フロー 

最終目標： 小農・零細農家に焦点を当てた食糧自給を確保した上での 

穀物からの多様化、特に野菜への転作による生計向上 

農家の生計向上

II. 農民支援プログラム

III. 生産基盤整備プログラム

I. 組織強化プログラム

収穫後処理改善

マーケットシステム改善

野菜振興

穀類生産性向上

複合経営

(8) 基盤（インフラ）整備

(9) インフラ開発･持続性支援

(1) 農業局強化

(3) 

(4) 

(2) 農業普及機能強化

(5) 

(6) 

(7) 

地域経済活性化地域経済活性化

農業改革農業改革

格差是正格差是正

中山間地州の中山間地州のモデルモデル雇用拡大

JICA調査団作成

図 S-18 多様化促進のための 
プログラムとコンポーネントの関係 
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マスタープランにおける畜産と内水面漁業は複合農業の一形態であり、地域周辺の市

場に供給可能な場合に考えられる。まず多様化の対象の中心分野は野菜であり、次に

果樹生産である。この意味から類型-Ⅰが最も多様化の先進的な地域であり、類型-

Ⅱ、Ⅲ、Ⅵの順に多様化の進捗が低くなる。これらの状況に応じて10年および15年で

目標に到達するために人材と財源を段階的に拡大していくことが必要である。

(6.2.1) 

69. マスタープラン策定上の留意点は以下のとおりである。(6.2.2) 

作物多様化の目標 

70. 「ヒ」州内におけるマスタープラン目標年2017/18及び2022/23時点の穀物需要予測を

人口予測並びに一世帯当りの穀物消費量予測に基づき推定した結果を下表S-10に示

す。予測結果より、2022年時点での穀物生産の増加量は232,000トンと推計され、こ

れは「ヒ」州内における最小消費量ベースでの需要増加量を満足し、47,000トン（総

穀物生産量の2.6％）の若干の余剰が発生する。(6.3.1) 

表S-10 穀物の将来需要と将来生産量予測結果 

年 
｢ヒ｣州内 

人口 

穀物需要 

(トン) 

需要増加量 

(トン) 

穀物生産量 

(トン) 

生産増加量 

(トン) 

余剰分 

(トン) 

2008/09 6,595,000 1,563,000 - 1,571,000 - +8,000 

2017/18 7,151,000 1,695,000 +132,000 1,730,000 +159,000 +35,000 

2022/23 7,408,000 1,756,000 +193,000 1,803,000 +232,000 +47,000 

出典: インド政府の人口予測を基にJICA調査団が試算。 

基本戦略 
 多様な気候特性を最大限活用し､穀物から州外・国内市場に向けた商

品価値の高い野菜を中心とした多様化作物の生産振興 
 この多様化を支える穀物の生産性の改善及びインフラの整備 
 穀物と野菜栽培を主体に畜産、果樹又は養魚を複合させ、更にポスト

ハーベスト、マーケットシステムの改善を通し、付加価値を高め、農

家所得増による生計向上 
 このための組織強化 

農家所得向上のための多様化に必要な基本方針: 
a) 伝統的な穀物から作物多様化による各種作物の栽培面積の拡大 
b) 多様化作物の生産性の向上 
c) 多様化作物の品質向上 
d) 適正価格による販売 
e) 安定的な作物多様化を促進するための支援体制並びにインフラの整備 

計画策定上の留意点 
i) 農民のﾆｰｽﾞ､栽培技術の度合いに応じた段階的な農業多様化 
ii) 農業多様化における農民の自発性を重視 
iii) 農民の自立的発展を即すため､支援内容の段階的絞り込み 
iv) 官民ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟによる民間を取り込んだ普及体制 
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71. 平均規模農家について平均家族人数及び一人あたり消費量に基づき穀物消費量を推

定し、穀物の生産量との収支を下表のように算出した。 

表S-11 カテゴリー別農家世帯レベルにおける穀物収支  

 類型-Ⅰ 類型-Ⅱ 類型-Ⅲ 類型-Ⅵ 平均 

世帯構成人数（人） 5.7 5.9 6.2 5.1 5.9 

穀物消費量（トン） 1.36 1.41 1.47 1.22 1.40 

穀物生産量（トン） 1.15 1.83 2.08 1.55 1.77 

収支（トン） -0.21 +0.42 +0.61 0.33 0.37 

穀物単位収量（ﾄﾝ/ha） 2.2  2.1 2.1 2.1  2.1 

収支後の農地面積(ha) -0.10 +0.20 +0.29 +0.16 +0.18 

注：  一人当たり最低食糧摂取量650g/日を基に年間一人当たりの穀物摂取量を237kgとした。  

出典：  ブロック毎の統計数値を基にJICA調査団が算出。 

算出結果に示すように、類型-Ⅰに属する農家世帯を除き、現状の穀物生産量は世帯

当り消費量を上回っている。収支後の穀物余剰量に換算される農地面積、すなわち作

物多様化のために転換可能な農地面積は、平均世帯で0.18haとなる。現状では農家の

84%が小農・零細農家に属しており、食糧安全保障を第一義とし、これを充足した上

で作物多様化を推進する必要がある。この場合、穀物収穫量が増加すれば穀物自給量

も増加し、転換可能面積も拡大する。(6.3.2) 

72. デリー及び周辺地域の市場における需要に基づく生産量の将来予測より、マスタープ

ランの目標年次(2022/23)及びアクションプラン目標年次(2017/18)における野菜の

目標生産量は下表S-12に示すとおりである。(6.3.2) 

表 S-12 計画年次における将来目標生産量 
（単位：トン） 

 現況 ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ (2017/18) ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ (2022/23) 

 生産量 需要 (増分) 需要 (増分) 

戦略野菜 675,800 1,074,500 (398,700) 1,320,600  (644,800)

エンドウマメ 202,700 360,000 (157,300) 466,400  (263,700)

ジャガイモ 172,900 262,400 (89,500) 319,900  (147,000)

トマト 248,900 362,400 (113,500) 437,100  (188,200)

カリフラワー 51,300 89,700 (38,400) 97,200  (45,900)

その他商品野菜 134,500 198,600 (64,100) 229,200  (94,700)

計 810,300 1,273,100 (462,800) 1,549,800  (739,500)

その他野菜 279,100 369,000 (89,900) 412,300  (133,200)

総計 1,089,400 1,642,100 (552,700) 1,962,100  (872,700)

出典：JICA調査団作成 

73. 上述の想定目標生

産量を満たすため

に必要な作付面積

を、戦略野菜及び

他の主要商品野菜

について各作物の

計画単位収量に基

づき推計した。マ

表S-13 野菜の目標栽培面積（ha） 

年次 
栽培面積 

（Kharif期）

栽培面積 
（Rabi期） 

栽培面積 
（合計） 

増加分 

2005/06 48,900 24,100 73,000  - 

2017/18 75,200 28,000 103,200  30,200 

2022/23 91,100 33,200 124,300  51,300 

出典：JICA調査団作成 
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スタープラン並びにアクションプランにおいて必要となる野菜作付面積を表S-13に

示す。「ヒ」州内では、穀物生産性を向上させ穀物作付面積を野菜へ転換するととも

に、ポテンシャルの高いラビ期の野菜作付を増やすことにより、51,000haの野菜作付

面積を創出し、作物多様化に資することが必要である。そのためには、灌漑整備が必

要不可欠である。(6.3.3) 

74. 作物多様化プログラムコンポーネントにおける生産基盤整備の内、灌漑整備について

は、作物多様化地区における小規模灌漑及び補助灌漑の整備が中心となる。マスター

プランにおける目標灌漑開発面積は、表S-14に示すように15年間で合計20,900 ha と

推計され、この内訳は小規模灌漑面積が16,000 ha、補助灌漑面積が4,900 ha である。

(6.3.4)  

 

75. 「ヒ」州のような傾斜地において野菜生産を拡大するにあたり、農産物出荷を円滑且

つ効率的に行うためには、アクセス農道の整備が重要な要素のひとつとなる。生産基

盤整備プログラムにおけるアクセス農道は、「ヒ」州全土で必要となる農道総延長の

うち57％を作物多様化に必要な農道とし、4,580kmと算定した。この中には他機関に

よりすでに実施することが決定したものが含まれるため、それらを差し引いた1,330 

kmをマスタープランにおける多様化に必要な農道整備総延長とした。(6.3.4) 

76. 開発ニーズを満たしてマスタープランの計画目標を達成するために設定したプログ

ラムコンポーネントは、次表に示すとおりである。(6.4, 6.5 & 6.6) 

表S-15 農道計画（km） 

農道 
「ヒ」州全土で 

必要となる農道 
2017/18 

多様化に 

必要となる農道

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ 

「ヒ」州全土で 

必要となる農道 
2022/23 

多様化に 

必要となる農道 
ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ 

A. 必要農道延長 5,360 3,070 8,040 4,580

B. Panchayat / RDDによる 
今後の農道 開発延長 3,500 2,010 5,250 2,990

C. APMC による 
今後の市場へのアクセス道路  300 170 450 260

D. 収支 (A – B – C) 1,560 890 2,340 1,330

農業局による今後のアクセス農道  - 890 - 1,330

出典：JICA調査団作成 

表S-14 灌漑開発計画面積（ha） 

灌漑の形態 現況 2017/18 2022/23 

既存、建設中及び他プログラムで見

込まれる灌漑面積 113,100  143,100 158,100  

通常灌漑面積 100,700 100,700 100,700  

補助灌漑 12,400 12,400 12,400  

建設中の新規灌漑面積 0 30,000 45,000  

本計画で取り込まれる灌漑面積 0 14,000 20,900  

小規模灌漑 0 10,700 16,000  

補助灌漑 0 3,300 4,900  

天水田 617,300 573,300 551,400  

合計 730,400 730,400 730,400  

出典：JICA調査団作成 
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I. 組織強化プログラム 

1. 農業局強化 

• 職員の能力強化（PDCAサイクルの徹底） 

• MISの構築とその運用に向けた職員訓練 

• 車輌、測量・設計機材の確保 

• 職員の増員 

2. 農業普及機能強化 

• 普及指導員育成、普及員教育及びATMAモデルの下での連携 

• 普及教材の改善 

• 土壌分析サービスの改善 

• 研究者及び普及員の連携強化 

 

II. 農民支援プログラム － 生産 

3. 野菜振興 

• 市場性のある作物及びその作物体系の導入 

• 戦略的野菜の栽培振興 

• 新野菜の紹介 

• 生産性・品質の向上 

• 有機栽培の奨励 

4. 穀物生産性向上 

• 多様化作付け体系の中での生産性向上 

• 種子・施肥方法等の改善 

• 有機栽培の奨励 

5. 複合経営 

• 果樹の生産性及び品質向上 

• 飼料作物の奨励 

• 灌漑施設を利用した養魚の普及 

II. 農民支援プログラム － 流通 

6. ポストハーベスト改善 

• 適正な選別・選果・梱包技術の向上・強化 

• 小規模農産加工技術の普及 

• 民間活力を呼び込むためのPPPの紹介、導入 

7. マーケットシステム改善 

• マーケティングボード関連職員の能力強化 

• 標準規格の設定とその普及 

• 流通情報システムの改善、構築 

• 卸売市場、集出荷施設の建設・改修 

• ブランド化による販売促進 

 

III. 生産基盤整備プログラム 

8. 基盤整備計画 

• 小規模灌漑施設の建設・改修 

• 補助灌漑施設の建設等 

• アクセス農道及びその他関連施設の建設・改修 

9. 基盤整備計画の支援 

• 水利組合の強化 

• 農民組織による農道の運営・維持管理強化 

• マイクロ灌漑等の圃場灌漑の展示、農家支援等 

実施スケジュール 

77. 2008/09から2022/23までの15年間におけるマスタープランの実施スケジュールを以

下の方針で策定した。先ず、(i) 組織強化プログラムを開始し、 その後、(ii) 農家

支援プログラム並びに基盤整備プログラムを各地にて開始する、(iii)農家支援プロ
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グラムコンポーネントの内、4項目（野菜振興、穀物生産性向上、複合経営、収穫後

処理改善）の優先順位付けは類型‐IからIVの類型毎に異なる。(6.7) 

 

VII. アクションプラン 

アクションプランにおける対象規模の概要 

78. 作物多様化アクションプランの対象受益者は「ヒ」州内の小農・零細農家を中心とし、

計画年次2017/18における野菜作目毎の目標生産量、穀物から野菜への目標作付転換

面積は次表のとおりである。 

表 S-16 野菜の目標作付面積及び目標生産量 
現況生産量と目標生産量 (ﾄﾝ) 現況作付面積と目標作付面積 (ha) 

多様化作物 現況 

(2005/06)  

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ 

(2017/18)

増加量 

(2017/18

迄) 

現況 

(2005/06) 

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ 

(2017/18) 

増加量 

(2017/18

迄) 

エンドウマメ 202,700 360,000 157,300 19,500 34,900 15,400 

ジャガイモ 172,900 262,400 89,500 15,000 16,000 1,000 

トマト 248,900 362,400 113,500 8,300 11,700 3,400 

カリフラワー 51,300 89,700 38,400 3,200 5,000 1,800 

その他の商品野菜 134,500 198,600 64,100 9,300 13,100 3,800 

小 計 810,300 1,273,100 462,800 55,300 80,700 25,400 

その他の野菜 279,100 369,000 89,900 17,700 22,500 4,800 

合 計 1,089,400 1,642,100 552,700 73,000 103,200 30,200 

注： *: 2005/06 のブロック毎のデータ(農業局)を 100 単位で四捨五入、JICA 調査団作成 

2017/18年における目標生産量と作付面積の増加は552,700トンと30,200haである。

(7.1.2) 

79. アクションプラン期間中の野菜

生産の目標増加量を需要予測に

基づき推定したが、アクションプ

ラン実施期間の10年間における

目標基盤整備面積はマスタープ

ラン実施期間中の15年間の目標

開発面積を比例配分し、推定した。

これは、当初10年間と後半の5年

間で同じ進捗度で進行させるこ

とが望ましいためであり、この結

果、多様化進捗より基盤整備が若

干先行することになる。(7.1.2) 

80. ア ク シ ョ ン プ ラ ン 計 画 年 次

2017/18年までの灌漑及び農道開

発に係る目標基盤整備面積は、マ

スタープラン目標の比例配分により下表のとおり設定した。アクションプランにおけ

る目標灌漑面積は14,000ha、アクセス農道は890kmである。(7.1.2) 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

51,300 ha

30,200 ha

34,200 ha

野
菜

作
付

面
積

増
加

(h
a)

作付転換スケジュール

A/P 期間 (10年)
M/P 期間 (15年)

インフラ整備は作付転換

計画より先行させる

施設整備スケジュール

JICA 調査団作成.

図S-19 灌漑開発進捗模式図 
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表S-17 アクションプランにおける目標灌漑開発面積（ha） 

灌漑地区 
多様化による野菜

への作付転換面積

本計画における 

目標灌漑開発面積 
備 考 

既存灌漑地区 9,500 -  

実施中の事業による灌漑地区 13,000 -  

本計画による小規模灌漑開発地区 4,700 10,700  

本計画による補助灌漑開発地区 3,300 3,300  

天水地区 3,700 -  

合 計 34,200 14,000  

18,000 ｼｮｰﾄﾘｽﾄ 
ワークショップにおける灌漑開発ニーズ 

33,200 ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄ 

注：ｼｮｰﾄﾘｽﾄ：比較的現実的な計画が挙げられている、ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄ：やや情報不足の地区 

JICA 調査団作成 

表 S-18 アクションプランにおける目標農道開発 (km) 

農道 
一般農道の 

開発必要延長 

作物多様化における

農道開発延長(57%) 
備考 

合計 5,360 3,070  

RDDによる農道建設 3,500 2,010  

APMCによる農道建設 300 170  

DOAによる地区内農道建設 1,560 890  

1,900 ｼｮｰﾄﾘｽﾄ 
ワークショップにおける地区内農道開発ニーズ 

4,600 ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄ 

注：ｼｮｰﾄﾘｽﾄ：比較的現実的な希望が挙げられている、ﾛﾝｸﾞﾘｽﾄ：やや情報不足の地区を含む RDD: Rural Development 

Department, APMC: 農産物流通委員会, DOA: 農業局 

JICA 調査団作成 

81. 上記の目標達成に向けたアクションプラン実施期間中における各種プログラム及び

活動内容を下表のように設定する。(7.1.2) 

表S-19   アクションプランにおける主な活動 
プログラム 計画 主な活動 

組織強化  農業局組織強化 • 職員の能力開発 

• 管理情報システム（MIS）構築、職員教育、運営、維持管

理 

• 機材調達（農業局、地方事務所）、事務所修復 

• 職員増員 

 普及機能強化 • 一般普及員およびシニア普及員トレーニング 

• デモファームの立ち上げ 

• ワークショップ、他教育訓練 

農民支援  野菜振興 • 穀物から野菜への転作振興 

• 野菜の生産性、品質の向上 

• 展示のための施設園芸機材供給 
 

- 生産 

穀物生産性向上 • 野菜への転作可能性の高い地域における穀物生産性の向

上 

 複合経営 • 果樹生産性向上、品質向上 

• 飼料作物振興、灌漑施設を利用した養魚 

- 流通 収穫後処理振興  • 選果、等級化、梱包などの収穫後処理導入・改善 

• 小規模農産加工の振興 

• P.P.P の紹介 

 流通システム改善 • マーケッティングボード職員の能力強化  

• 市場情報システム構築、マーケッティング施設建設、改

築 

生産基盤整備 生産基盤整備・改善 • 小規模灌漑施設整備、アクセス農道建設整備、デモンス

トレーション用圃場灌漑機材の供給 

 生産基盤整備支援 • 農民組織、水利組合強化、維持管理強化 
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事業実施計画 

82. アクションプランの全体事業実施計画（案）は次のとおりである。(7.1.2) 
年次 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

I. 組織強化プログラム

I-1 農業局強化

- 職員の増員

- 職員の能力強化

- MISの構築と運用

- 機材の調達

I-2 普及機能強化

- 普及指導者（トレーナー）の育成

- 普及員の能力強化

- 研究者と普及員の連携強化

- 普及機材の調達

II. 農民支援プログラム 及び　III. 生産基盤整備プログラム

- 対象地区の選定と実施手順の確認

- 農民支援、生産基盤整備プログラムの実施

マーケットシステム改善

A) 職員の能力強化

B) 流通情報システムの改善と運用

C) 標準規格の設定と普及

D) 市場施設の建設

再確認

運用

構築

再確認

再確認

運用構築

 
JICA 調査団作成 

図 S-20 アクションプランの全体事業実施計画（案） 

概算事業費 

83. アクションプランの事業費は、農業局における実績並びに6地区におけるプレ-F/Sレ

ベル調査、ワークショップから得られた知見等を参考にして見積った。その結果、事

業費概算は94億3500万ルピーである。事業費概算を以下に要約する。(7.6.4) 

表S-20 事業費概算 

項目   
額 

(百万ルピー) 

1. 組織強化 (1) 農業局強化  309 
 (2) 農業普及機能強化  247  
 小計  556  

2. 農民支援 (1) 野菜振興  523  
 (2) 穀物生産性向上  128  
 (3) 複合経営  79  
 (4) ポスト･ハーベスト改善  2  
 (5) マーケットシステム改善  130  
 小計  862  

3. 基盤整備計画 (1) 基盤整備  3,757  
 (2) 基盤整備支援  175  
 小計  3,932  

合計 (1+2+3)   5,350  

4. 物価上昇予備費   1,433  

5. 予備費   678  

合計 (1+2+3+4+5)   7,461  

  次頁へ続く 
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項目   
額 

(百万ルピー) 

6. ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ  380  
 予備費  106  
 小計  486  

合計 1+2+3+4+5+6   7,947  

 a 土地収用（受益者負担）  0  

 b 農業局ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理費  397  

 c 関連部署管理費等  296  

 d 税金  795  

小計 (a+b+c+d)  1,488  

   9,435  

注：交換率US$1.00 = Rs.43.73 = 109.33円（2008年9月現在） 

出典：JICA調査団作成 

事業評価 

84. 経済的内部収益率（EIRR）およびその他の事業評価結果は下表のとおりである。 

表S-21  プロジェクトの経済評価 
(単位: 百万 Rs.) 

正味現在価値（割引率 12%） 経済内部 

収益率 (%) 便益 コスト B-C 
B/C 

13.5% 4,525 4,062 463 1.11 

JICA 調査団作成 

経済評価の結果、本事業は経済的に実現可能であると判断する。更に、本事業が食糧

自給を勘案した作物多様化の促進を目的とすることから、零細・小農における作物多

様化の可能性も十分に高いものと判断される。また、本事業は社会的にも妥当である。

(7.6.5) 

VIII. 環境評価 

全般 

85. マスタープランおよびサンプル地区におけるプログラムコンポーネントの実施によ

り想定される負の環境影響を確認するため、初期環境評価（IEE）を行った。(8.2.1) 

初期環境評価 

86. 現地調査や収集した情報および分析の結果から、本調査で提言する計画は「ヒ」州の

地域社会の生計向上にきわめて有効であるといえる。また開発規模は小規模であり、

重大な負の環境影響はない。環境負荷に対する主な緩和策は、(i)土地確保のための

合意形成、(ii)参加型の灌漑用水源計画・管理、(iii)工事に対する環境対策である。

これらの必要な緩和策および強化策を実施することにより、全体的な環境の改善に資

することが可能で、プロジェクトが完成しプログラムが順調に運営されれば農村環境

の長期的な持続性を高めることになろう。初期環境評価より得られた上記の結論から、

ここで提案した緩和策が同時に実施されれば、フルスケールの環境アセスメントは必

要ないと考える。(8.2.2) 
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IX. 結論および勧告 

結論 

87. 「ヒ」州の有利な環境を活用して多様化を促進するために、調査団は、農民支援プロ

グラムとインフラ整備プログラム、さらにこの２つのプログラムを補助するための組

織強化プログラムを選定した。これら３つのプログラムは、９つのコンポーネントか

ら成り立ち、野菜生産量をアクションプラン期間最後の2017/18年には年約160万トン、

2022/23年には年約200万トンまで増加させる。この３つのプログラムを実施し、農村

部の脆弱な小規模・零細農民の生計向上のために資することが期待される。このよう

な事業効果を踏まえ、本調査で提案したアクションプランが早期に実施されることが

望ましいと考える。(9.1) 

勧告 

88. 本調査の結果から、以下の事項を勧告する。 

(i) アクションプラン実施のための財源手当て、 

(ii)  アクションプラン実施のモニタリングの必要性、 

(iii) 総合的な地域開発の視点、 

(iv) 要素技術を組み合わせた作物多様化技術パッケージの整備、 

(v) 多様化作物栽培農家への技術移転効果を高めるための農業普及員の能力強化、 

(vi) 多様化作物の栽培農家の経営改善、 

(vii) 円滑な多様化の推進を促すための農民グループ化、農民組織化の促進。(9.2) 
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